
うち当該事業
当期経常増減額 -12,534 -5,377

経常収益 1,180,034 143,135

978,811 143,135

0 0

1,192,568 148,512
1,176,315 148,512

うち人件費 1,000,410 109,316
16,253 -

うち人件費 7,229 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

3,674 -
-16,208 -

0 -

789,995 -

当期増加額 -

-

当期減少額 16,208 -

773,787 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 委託 富士通エフ・オー・エム㈱ 1,010,880
特定契約 売買 富士通エフ・オー・エム㈱ 381,348
特定契約 委託 ㈱人財開発研究所 321,600
特定契約 売買 ㈱真光書店 304,368
特定契約 売買 理想科学工業㈱ 2,817,720

件数 金額

1 平成28年度実務サポート・情報処理科「情報処理指導主任科研修Ⅱ」研修への講師派遣（依頼）

平成29年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

１　事業（施設）名

研修事業受託事業
【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名：税務職員研修及び実務実習業務の委託

２　事業（施設）概要

都主税局研修実施計画に掲げる研修等の実施運営を受託している。

【都との特命随意契約の概要】
教材作成、講師選定、会場確保をおこない、主税局研修所等において研修を実施をする。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

2 「よくわかるMicrosoft Office Excel 2010 応用」外4点の購入(単価契約)

3 職層研修「２年目職員」研修に係る講師の派遣について（依頼）

4 平成30年版ポケット六法他１点の買入れ

5 印刷機(ORPHIS-GD7330)用ｲﾝｸの買入れについて(単価契約)【準備契約】

非公表案件
〇個人情報を含む案件

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



うち当該事業
当期経常増減額 -12,534 -554

経常収益 1,180,034 554,703

978,811 554,703

0 0

1,192,568 555,257
1,176,315 555,257

うち人件費 1,000,410 493,311
16,253 -

うち人件費 7,229 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

3,674 -
-16,208 -

0 -

789,995 -

当期増加額 -

-

当期減少額 16,208 -

773,787 -

競争契約 賃貸借 NTTファイナンス㈱ 29,513,760
特定契約 委託 (一財)地方財務協会 4,928,688
特定契約 委託 ㈱NTTデータ・スマートソーシング 821,340
特定契約 委託 ㈱NTTデータ・アイ 1,296,000

件数 金額

平成29年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

１　事業（施設）名

自動車税業務受託事業
【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名：東京都都税総合事務センターにおける業務の委託

２　事業（施設）概要

自動車税事務所の申告受付業務等を受託している。

【都との特命随意契約の概要】
自動車税事務所における申告書の受付、照合確認、電算入力、電話照会応答等の業務
受託。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

1 次期コールセンターシステムのリース契約について

2 自動車取得税の課税標準基準額及び税額一覧表に係る磁気情報の作成業務委託の契約について【準備契約】

3 人材派遣個別契約の締結について（自動車税コールセンター）

4 次期コールセンターシステムのＰＢＸ（交換機）の保守契約について

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



うち当該事業
当期経常増減額 -12,534 -1,819

経常収益 1,180,034 199,061

978,811 199,061

0 0

1,192,568 200,880
1,176,315 200,880

うち人件費 1,000,410 183,771
16,253 -

うち人件費 7,229 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

3,674 -
-16,208 -

0 -

789,995 -

当期増加額 -

-

当期減少額 16,208 -

773,787 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

平成29年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

１　事業（施設）名

納税推進業務受託事業

【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名： 平成２９年度都税納税推進業務委託

２　事業（施設）概要

都税の納税者等からの受電及び納税者等への架電、申請書等の受付業務等を受託して
いる。

【都との特命随意契約の概要】
口座振替、納税しょうよう及び申請による換価の猶予等の業務受託。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



うち当該事業
当期経常増減額 -12,534 7,601

経常収益 1,180,034 41,164

978,811 39,579

0 0

1,192,568 33,563
1,176,315 33,563

うち人件費 1,000,410 22,111
16,253 -

うち人件費 7,229 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

3,674 -
-16,208 -

0 -

789,995 -

当期増加額 -

-

当期減少額 16,208 -

773,787 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）
特定契約 売買 ㈱日立ハイテクフィールディング 170,640
特定契約 売買 相互産業株式会社 717,768
特定契約 委託 ㈱日立ﾊｲﾃｸﾌｨｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 648,000
特定契約 委託 アドバンテック東洋㈱ 766,800
特定契約 委託 ㈱ハチオウ 401,760
特定契約 委託 竹田理化工業㈱ 502,200
特定契約 委託 光管財㈱ 375,840

件数 金額

収支

団体　計

【都との特命随意契約の概要】
分析予定本数：硫黄分析5,780本、ガスクロ分析5,780本、クマリン分析450本

うち 都からの委託料

項目

当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

うち 都からの補助金等

管理費

軽油分析用ガスの購入（単価契約）【準備契約】

平成29年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

備考

１　事業（施設）名

２　事業（施設）概要

３　収支状況（単位：千円）

東京都の「不正軽油撲滅作戦」に協力するため、軽油引取税の試料検体である検税軽油
の成分検査業務を受託している。また、他府県からも同様に分析を受託している。

軽油分析受託事業
【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名：石油製品の分析業務の委託（単価契約）

クマリン分析装置（分光蛍光光度計）部品キセノンランプの購入について

微量硫黄分析装置 現地点検作業の委託について

日立理化学機器保守【準備契約】3

非公表案件

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

5

うち 都からの補助金等

平成３０年度　千代田事務室の清掃委託について

6 全自動ガスクロマトグラフシステムの年間保守【準備契約】

資産（期末残高）

法人税等（再掲）
経常外費用

資産（期首残高）

引火性廃油の収集運搬・処分（単価契約）【準備契約】

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No.

2

契約件名

4

7

1

経常外収益

経常費用
事業費



うち当該事業
当期経常増減額 -12,534 386

経常収益 1,180,034 42,333

978,811 42,333

0 0

1,192,568 41,947
1,176,315 41,947

うち人件費 1,000,410 35,719
16,253 -

うち人件費 7,229 -
当期経常外増減額 0 -

0 -
0 -

3,674 -
-16,208 -

0 -

789,995 -

当期増加額 -

-

当期減少額 16,208 -

773,787 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

平成29年度　非競争型受託等事業運営状況報告書

１　事業（施設）名

家屋評価業務受託事業

【本事業に含まれる都からの特命随意契約】
件名： 家屋評価に係る建築資材及び建築設備の施工量等の調査業務委託

２　事業（施設）概要

家屋評価額算出の基礎となる建築資材及び建築設備の施工量等の調査業務を受託して
いる。
【都との特命随意契約の概要】
東京都が家屋所有者から借用した竣工図面、工事明細書等の写しを基に、家屋に使用さ
れている建築資材と建築設備の種類や数量等を確認する業務を行う。


